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東南アジアの人口増加 と死亡率低下
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PopulationGrowthandMortalityDeclineinSoutheastAsia
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Theso-calledpostwar p̀opulationexplosion'
inSoutheastAsia,asinmanyotherdeveloping
reglOnSOftheworld,isgenerallyattributedtoa
rapiddeclineinmortalityinthepostwaryears.
Actualyearlytrendsinmortality,however,are
notpreciselyknownformostofthecountriesof
SoutheastAsia,duetothedeficiencyoftheirvital
registrationdata.Thispaperdealsmainlywith
lndonesia,Malaysia(Peninsular),thePhilippines,
andThailand,forwhichestimateddataonmor-

talityareavailableformoreorlessextended
periodsoftime.Thesecountriesshoweddiverse

は じ め に

第 2次世界大戦後 DDT や 抗 生 物 質 の使

用により,発展途上地域において も急速に死

亡率が低下 し,東南 アジアもその例 に漏れな

いといわれるが,その死亡率の年次推移が比

較的高い確信を もって辿れるのは,死亡登録

の完全性の比較的高いシンガポール,半島マ

レーシアおよびブルネイ1)のみで,その他 の
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1)1970年についてシンガポー ル,半島マレーシア
およびブルネイを合わせた人口は,東南アジア
総人口の4%にすぎない｡

trendsinthecrudedeathrateduringthepre-war
decadesaswellasimmediatepostwaryears,in
termsofabsolutelevelsandspeedofdecline:a
particularlymarked contrastwasapparentbe-
tweentherapid decreaseinThailandandthe
slowoneinthePllilipplneSduringtlle1920sand
1930S.Thedifferencesandsimilaritiesinthe

levelsofmortalityamongthecountriesinrecent
yearsarethoughttohavebeendeterminedlargely
bytheirrespectivechangesinmortalityduring
the1950S.

東南 アジア諸国に関 しては,いろいろな方法

による推計値によって,死亡率の水準 とその

変化 について,およその見当がつけうるにす

ぎない｡ しか しなが ら,戦後 も1970年代 あた

りになると,それ らの諸国について も後述す

るような死亡率推計のための基礎データがか

な り蓄積 されて くるとともに,推計方法 自体

も進歩 して き,より多 くの推計者による,よ

り長い期間についての推計データが得 られる

ようにな り,死亡率の水準 とその変化に関 し

て論ずるための比較検討材料がふえてきた｡

本稿は,登録死亡率によって,死亡率の年

次推移が容易に観察 されるような国について

よ りはむ しろ,いろいろな方法による推計に

よってのみ年次推移を推察 しうるような国に

ついての第 2次大戦後最近までの死亡率の動

向を吟味 しようとす るものであるが,局知の
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ように,戦後の東南アジアの死亡率低下はい

わゆる =爆発的な"人口増加の直接的な要因

の一つをな したという議論があるのにかんが

み,以下まず Ⅰにおいて東南アジアにおける

人口増加の趨勢を概観 し,次にⅡにおいてそ

れを男女年齢構造の局面より考察 し,Ⅲにお

いて死亡率の推移を吟味する｡ 人口増加にお

いて死亡率に対するもう一つのコンポーネン

トである出生率についても観 察 しな い こ と

は,甚だバ ランスを欠 くことになるが,それ

自体大きな問題で,別の機会にゆずりたいと

思 う｡

工 人 口 増 加

1.基礎資料

それぞれの国の人口の大きさとその推移を

知る手がかりとなる最 も基本的な資料は,い

うまでもな く,各国で実施される人口センサ

スのデータである｡ 第 2次大戦後1970年代ま

での期間で,東南アジアで人口センサスの実

施されなかった国はラオスのみで,その他の

国では1-4回の人口センサスが実施されて

いる｡

東南アジア諸国の人口センサス ･データを

用いる場合に,まず第 1に留意 すべ きこ と

は,調査漏れ (厳密にいえば,数え足 らなか

った分と数え過ぎた分との差,すなわちネッ

トの調査漏れ)の割合である｡ 東南アジアで

は,シンガポールとブルネイの二つの人口小

国を除 くすべての国で,そのセンサス実査人

口の調査漏れは無視 しえぬ程度に大きく,何

らかの計算のなかにセンサス実査人口を組み

入れる場合には,その調査漏れを補正 してお

くことが望ましいと一般に考えられている｡

センサス実査人口の調査漏れの程度を推定

するには,直接的な方法と間接的な方法とが

ある｡直接的方法とは,人口センサス実施後

比較的早い時期に,センサスの完全性の程度
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を検証するための事後 調査 (post-enumera-

tionsurvey)を行い,その結果を実査人口と

比較 して判断する方法である｡その事後調査

自体の完全性が高い場合には,この方法はす

ぐれているが,事後調査自体の完全性にも問

題がある場合には,誤 った結論を下すことに

なり危険である｡ たとえば,タイの1960年セ

ンサス実査人口の全国総数には,いろいろな

間接的推計によって2-4%の調査漏れがあ

ったとみられているが,センサス当局の実施

した事後調査の結果では,センサスの調査漏

れはほとんどなかったという結論を出してい

る [小林 1981:21-22]｡

間接的方法 というのは,男女年齢構造,前

回セ ンサス結果との関係,その他 を分析 し

て,人口学的首尾一貫性を検討することを通

して,ありうべき調査漏れの程度を推定する

もので,その具体的方法にはさまざまのもの

がある｡

前述の事後調査は,各国のセ ンサス当局が

実施するものであるが,間接的方法は,セ ン

サス当局のみならず,国内外を問わずいろい

ろな人口調査研究機関やセンサス ･データ利

用者個人によって,必要に応 じて試みられる｡

今 日,世界主要国について,人口セ ンサス結

果のこのような完全性の検討と補正を組織的

に行なっているのは,国際連合 と米国センサ

ス局 (国際人ロデータセンター)とである｡

国連はその結果を特に公表 していないが,米

国セ ンサス局はその補正方法と結果の詳細を

公表 しており,利用者にとって便利である｡

表 1は米国セ ンサス局資料によるブルネイ,

インドネシア,マレーシア,フィリピン,メ

イ5カ国のセ ンサス補正人口を同実査人口と

比較 したものである｡

ブルネイの補正人口はブルネイ統計当局の

1971年センサス事後調査による調査漏れ率公

表値0.65%を採用 して求めたものであり,そ

の他の国についての補正人口は,米国センサ
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蓑1 国別人口センサスの実査人口と補正人口

実 査 人 口 補 正 人 口 調査漏れ率(%)補 正 率 (%)
国

ブ ル ネ イ

イ ン ド ネ シ ア

マ レ ー シ ア

半島マレーシア

サ ノヾ

サ ラ ワ ク

フ ィ リ ピ ン

センサス期日

1971年8月10日

1961年10月31日

1971年9月24日

1947年 9月23日

1957年 6月17日

1970年8月25日

1951年 6月3日

1960年8月9日

1970年8月25日

1947年11月26日

1960年 6月14日

1970年8月25日

1948年10月1日

1960年2月15日

1970年5月 6日

1975年5月1日

1960年4月25日

1970年4月1日

136,256

97,018,829

119,232,499

4,920,605

6,278,758

8,809,562

335,583

456,331

653,604

546,385

744,529

976,269

19,234,182

27,087,685

36,684,486

42,070,660

26,257,916

34,397,374

137,147

102,880,000

125,362,000

5,163,000

6,588,000

9,243,000

352,000

479,000

686,000

573,000

781,000

1,024,000

19,598,000

27,600,000

37,378,000
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27,357,000

36,825,000
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注 :潤(3)は 【1-(1)/(2)]×100,欄(4)は [(2)/(1ト 1]×100により計算｡欄(4)は人口1人当りの任意の数値

を算定する場合に,実査人口を分母とするとき,どれだけ過大推計になるかの率と同じであるo

出所 :UnitedStates[1980:180,198,228,241,

ス局独 白の推計方法による調査漏れ率に もと

づいている｡ インドネシア,マ レーシア,メ

イのセ ンサス実査人 口調査漏れ率は4.0-6.6

%にのぼることが示 されている｡ 人 口 1人当

りの経済指標などの計算の場合, セ ン サ ス

実査人 口を分母に用いた場合その結果が過大

になる割合 も,ほぼこの程度になるわけであ

るが,表 1欄(4)にその割合を示 しておいた｡

以上のようなセ ンサス補正人 口を,いわば

とびとびにおかれた土台 として,それに整合

す るような毎年次年央現在の人 口推計値が米

国セ ンサス局によって算出され,発表されて

いる｡ 各 国人 口の年次推移を観 察 した り,

人 口総数だけを特定年次について知 りたいと

いう場合 には,人 口セ ンサス ･デ-タによら

ず, このような時系列デ-タを用いるのが便

255]

利である｡

国連で も各国人 口の年次推計値 (毎 5年年

央現在)を発表 しているが,これは国連の国

別将来人 口推計の一環 として行なっている過

去推計である｡ ただ し,その推計方法の国別

詳細 は発表 されてお らず,不明である｡前述

の米国セ ンサス局の年次推計で も,ビルマ,

カンボジア,ラオス,ベ トナムについては,

この国連推計値を全部期間または一部期間に

関 して利用 している (稿末注参照)｡

2.東南アジア全域の人 口の推移

1950年以降の東南アジア全域人口総数は,

国連推計によるも米国セ ンサス局推計による

も大差 はない (表 2)0 1950年か ら1980年ま

での30年間に,東南アジアの総人口は 1億 8
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表 2 東南アジア全域人口の推移:1950-1980年
(単位 千人)

注 :‥はデータのないことを示す｡

出所 :表3および UnitedNations[1981:18]

千万人か ら3億 6千万人へ と約 2倍の増加を

みた｡各 5年間の年平均人 口増加率 は1950年

代前半の 2.1% か ら上昇 し,1960年代前半に

2.4ない し2.5%の ピークに達 し,それ以後わ

ずかに低下 して1970年代前半 は 2.3% と推計

される (表 3)｡ 国連将来人 口推計 は 1975-

1980年の年平均増加率を 2.1% と仮定 してい

る (表 3)0
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表 3 東南アジア全域人口の毎 5年間年平均人

口増加率:1950-1980年 (%)

注 :..はデ-タのないことを示す.

出所 :表2による｡

東南アジアの国別人 口の大小順は1950年以

降変化がな く,インドネシア,ベ トナム,フ

ィ リピン,タイ,ビルマ,マ レーシア,カ ン

ボジア, ラオス,シンガポール,ブルネイの

順である｡1950年 と1975年 とについて構成比

をみると,インドネシアだけで全域人 口の46

%および42%,インドネシア,ベ トナムの 2

カ国合計で半数を少 し超え60%および57%,

これにフィ リピン,タイおよび ビルマまでを

加えた 5カ国合計で93%および92%になる｡

1960年代前半に東南アジア全域 として人 口増

加率の ピークが くるのは,インドネシアとベ

トナムにおける人 口増加率の趨勢の影響であ

る (後掲の表 7)｡ また, 米国セ ンサス局推

計人 口 (表 2) によ り1960-1979年 毎 年 次

の人 口増加率の推移をえが くと図 1のごとく

で,1964-1969年のあた りで大 きくえ ぐれた

形 になるが,これはインドネシアのみにみ ら

れる年次推移の特徴 (後渇の図 3)が反映 し

た ものである｡また1974-1976年で急落 し,

その後反騰 している不規則変動は,カンボジ

アとベ トナムにおける変動 (表 7)の影響で

ある｡

世界の発展途上地域 ブロックのなかで,こ

の十数年東南アジアは,人 口増加率が中国に

ついで低 い｡ 図 2に示すように,アラブ諸国
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出所 :表2の米国センサス局推計人口より計算｡

図1 東南アジア総人口増加率の年次
推移 :1960-.1979年
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の人口増加率はずばぬけて高 く,2) ラテン ･

アメ リカの増加率は東南アジアのそれと平行

するように低下 しつつあるが,東南アジアの

増加率の方が0.3-0.4%ポイン トはど低い｡

中央南アジアの増加率は東南アジアのそれに

最 も近い｡1960年代にそれまで東南アジアよ

りも低位にあったのが,位置が逆転 し,その

後 0.1% ポイン トはど東南アジアの増加率よ

りも高位を保 っている｡なお,1970-1975年の

増加人口について観察するに,東南アジアの

それは世界全域のそれの 9.4%を占め, 発展

途上地域の人口増加分 (世 界 全 域 の そ れ の

87.9%)のなかでは10.7%に相当する｡3)

国連推計 は前述の推計人 口に整合する各 5

年期間の出生率,死亡率の推計値を提供 して

いるが (表 4), それによると出生率は1960

1955 1960 196三r) 1970 1975

隼 次

出所 :UnitedNations亡1981:24コより作図｡

図 2 年平均人口増加率の地域比較,東南アジアと
その他 5地域
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1980

年代前半まで人口 1,000人対40以上

の高い水準を保ち,それ以後低下を

開始 し,他方死亡率は1950年代より

ほぼ直線的な低下を継続 したことを

示 している｡前述のように,1960年

代前半が人 口増加率の ピークを形成

したのは,高出生率が低下を開始す

る直前の時期に相当 している｡

表 4の発展途上諸地域の自然動態

率の比較で,アフ リカは出生率,死

亡率 ともどの地域よりも高 く,ラテ

ン ･アメ リカは大体 どの地域よ りも

低い｡ 東南アジアは中央南アジア,

アラブ諸国 (12カ国) と死亡率の水

準な らびに推移が非常によ く似てお

2) これは高い人口流入率のためで,自然
増加率では,後述するようにアフリカ
の方がはるかに高い｡

3)今日の東南アジアの人口増加が,発展
途上地域の `̀爆発的=人口増加のあた

かも代表のどとくいわれることがある
が,それは増加率のレベルの点でも,

発展途上地域の増加人口におけるウエ
イトの点でも,あまり妥当なことでは
ない｡
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蓑4 発展途上地域の出生率 ･死亡率の比較 (人口千人対):1950-1980年

ア フ リ カ 惇テン･アメ1)カl東南 ア ジア l中央南アジア lア ラブ諸 国

出生率 l死亡率 l出生率 l死亡率 L出生率 l死亡率 l出生率 l死亡率 l出生率 l死亡率
期 間

出所:UnitedNations[1981:46,48,58,60]

り,死亡率の広域的一様性が注 目される｡ 出

生率はアラブ諸国よりも若干高 く,中央南ア

ジアよりわずかに低いという関係にある｡

3.国別人口の推移

人口の年次推計の精度は,いつに当該関係

期間およびその前後にどのような頻度でどの

ような精度の人口センサスが行われたかに依

存する｡そ してまた人口動態統計が整備され

ていれば,より高い精度の年次人口推計が期

待される｡1947-1979年における人口センサ

ス実施の各国の状況は表 5に示すごとくであ

り,またセ ンサス実査人口の調査漏れの評価

しえているものはすでに表 1でみたとおりで

ある｡この期問にセンサス実施皆無のラオス,

ただ 1回のビルマおよびカンボジアについて

は,その年次推計人口の精度はきわめて疑わ

しいことになろう｡ベ トナムも,全域にかか

わるセンサスの実施は当該期間の末期にかた

よっているので,やはりその年次推計人口の

精度はかなり低いものと思われる｡

すでにのべた米国センサス局による1950年

以降毎年次 (年央現在)の国別推計人口を一

覧 したものが表 6であるが,これ らの人口が

どのように推計されたかが人口学的には重要

であるから,その国別の注記を稿末にかかげ

ておいた｡前述の人口データのありうべき精

度の概略な らびに表 6の推計基礎か らいえる
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ことは,年次推計人口のデータによって人口

増加の推移傾向を論 じてある程度意味のある

国は,ブルネイ,インドネシア,マ レーシア,

フィリピン,シンガポールおよびタイの 6カ

国に限 られるであろう｡1979年推計人口 (義

6)で,これらの 6カ国の合計は,東南アジ

ア全域人口の73%を占める｡ しか し,これ ら

の国とてもフィリピンを除きいずれも,その

年次人口推計には1980 (または1981)年 セ

ンサス結果がまだ組み込まれていないか ら,

1970年代の年次人口推計はセンサス後推計で

ある｡ このように,最近時点における人口の

大きさがセンサス結果によって確かめられて

いないことは,1970年セ ンサス以後の年次推

計人口の値をいまだかなり暫定的なものに し

ていることを考えねばならない｡ ただ し,ブ

ルネイとシンガポールとは登録人口動態統計

の登録漏れ率は非常に低いと考えられている

から,1970(または1971)年センサス以後の

推計人口は積上げ推計であっても,その精度

は比較的高いと考えてよかろう｡

各国の1950年以後毎年の人口増加率を表 6

から求めたものを,表 7に示す｡まず,タイ

とフィリピンの人口増加率は,1950年代より

1970年代前半までほとんどつかずはなれずと

いう関係で推移 し,それ以後タイの増加率は

フィ リピンを次第に引きはな して低下を速め

る傾向を示すどとく推計されている (図 3)0

- 8-



小体 :東南アジアの人口増加と死亡率低下

表 5 東南アジア諸国人口センサス実施年次一覧 :1947-1979年

注 :1)半島マレーシアおよびサラワク,2)サパー,3)半島マレーシア,4)サパーおよびサラワ
ク,5)全域,6)北ベ トナム,7)北ベ トナム,8)南ベ トナム,9)全域

出所 :UnitedStates[1980:180,182,198,212,221,228,241,248,255,262;1981:105]
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東南アジア研究 20巻 2号

表 6 国別年央推計人口:1950-1981年 (単位 千人)

注:‥は推計値の用意されていないことを示す｡
各国推計値の算定基礎などは稿末注参照｡

出所 :UnitedStates[1980:180,213,222,248;

両国の年増加率は1960年代末から3%の線を

下回り,1970年代末にはフィリピンが2.6%,

タイが 2.3%の水準まで下ることになる｡ マ

レーシアの人口増加率はフィリピン,タイ両

国にくらべ,その低下はゆるやかで,1960年

代初の2.8%か ら低下 して1970年代末に2.4%

にまで しか 到達 していない (図 4)｡ もっと

も,これは半島マレーシアと東マレーシアと

を合わせた全域であって,半島マレーシアは

東マレーシアにくらべ増加率は低いとみられ

るが,上述のデータのセ ットでは半島マレー

シアだけの数字は用意されていない｡

150

1981:59,67,83,91,99,105]

インドネシアの人口増加率は,タイ,フィ

リピン,マレーシアよりも低い水準で推移 し,

1950年代から1970年代までの増加率の低下は

非常に軽微である (表 7,図 3)｡

人口増加の推移に関する上述の米国センサ

ス局推計の一つの不便な点は,人口増加率の

コンポーネントである出生率,死亡率の水準

が発表されていないことである｡ 国連推計の

方は,毎 5年間について出生率,死亡率の推

計値をかかげているので,いま これ に よ っ

て,インドネシア,フィリピン,タイ3国の

比較を してみると (表 8), インドネシアの

- 10-



ノ上林 :東南アジアの人口増加と死亡率低下

表 7 東南アジア国別人口増加率 :1950-1981年

1978 1 6.0

人

目

岬
州

卜..1

ビ ノレマ

1.9

2.0

2.1

2.1

2.2

2.2

2.2

2.2

2.3

2.3

2.3

2.3

2.4

2.4

2.4

-4.5

9.8

2.4

2.5

2.5

2.5

2.5

I_:}}Jl:'･-･'-t 言 -JT:I

】 2.5 【

7

1

2

3

3

3

0

7

7

7

00
0

2

3

2

1

1

0

0

0

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

シンガ
ポール

】 (

L

5.0 も3.2

≡:三上 ;

2.3 】 2.4

2.22.2

2.1

2.22.2

2.3

0.9

1.0
1.11.1

2.3

2.62.62.6

2.52.5

3.13.1

3.03.03.03.03.0

2.92.92.9

2.8

2.72.7

2.5 】2.72.52.5

2.42.4

2.62.62.62.62.62.6

2.4

2.5

2.3

3.13.13.13.1

3.03.0

1.7 】 3.0

1.5

1.6

1.7

1.81.8

1.6

ベ トナ ム

1.6

2.5

2.82.8

2.9

2.8

2.7

2.6

2.5

2.32.32.3

2.9 1 2.2

2.7 ; 2.1

1.4 】 2.6

-I--=三

2.0

2.3

2.6

2.2

2.42.4

2.5

注 :..はデータのないことを示すO

1950,1955年の行の増加率はそれぞれ1950-1955年,1955-1960年年平均人口増加率｡1961-

1980年の各行の増加率は当該年から翌年までの1年間の人口増加率｡

出所 :表 6による｡

I/1
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イン ト 1･. / ∫
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一 三⊥ざ一一一･一一･一一

1960 1965 1し)7O lt)7-) 1980

:1:･ 次
出所 :表7より｡

図 3 人口増加率の年次推移,イン ドネシア,
フィリピン,タイ :1960-1981年
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出所 :表 7より｡

図4 人口増加率の年次推移,マレーシア,

シンガポール :1960-1981年

151



東南アジア研究 20巻2号

表 8 インドネシア,フィリピン,タイ3国の人口動態率の推移:1950-1980年
(毎 5年間における年平均値) (人口 千人対)

イ ン ド ネ シ ア t フ ィ リ ピ ン i タ イ
期 間

出生率 I死亡率 憎 加筆 再 生率 F死亡率 憎 加筆 J出生率 !死亡率
自 然
増加率

出所 :UnitedNations[1981:48,60]

表 9 国別推計人口,米国センサス局と国連の比較:1950-1980年 (単位 千人)

ブ ル ネ イ l ビ ル マ

USBC E UN iUSBC IUN
年 次

カンボジア

tJSBC l tJN

インドネシア

USBC i UN

ラ オ ス

USBC I UN

マレーシア 】 フィリピン

USBC EUN rUSBC I UN

シンガポール

~USBC I UN

タ イ

USBC I UN

ベ トナ ム

ÙSBC IUN

注 :USBC は米国センサス局推計,UN は国連推計を示す｡
‥ は数字のないことを示す｡

出所 :表 6および UnitedNations[1981:18]

人 口増加率が低位に推移 したのは死亡率が顕

著に高か ったためで,出生率の水準はフィ リ

ピン,タイとあま り差異 はなか ったことを示

している｡なお,国連の人口推計データは最

も広 く利用 されているのにかんがみ,東南ア

ジア各国の1950-1980年毎 5年の推計人口を

152

米国セ ンサス局推計のものと比較 して表 9に

示す｡これをみると,た とえばインドネシア

については,1970,1975年の人 口推計値 は両

者ほとんど差がないが, 1950年では3.5%は

ど国連推計の方が小 さく推計 されてお り, し

たがって,国連推計は1970年あた りまでの人

- 12-



小林 :東南アジアの人口増加と死亡率低下

口増加率をより高 く見積 もっていることにな

る｡マ レーシアについて も同様の傾向が指摘

で き,タイについては,1950年人 口は国連推

計の方が 4%ほど大 きく, 1970年には1.6%

ほど小 さく推計 しているか ら,その間の人 口

増加率 は国連推計の方が低 く見 積 も って い

る｡ これ ら3国の人 口推計については,上記

のような差異のあることに留 意 が必 要 で あ

る｡

Ⅱ 男 女 年 齢 構 造

1.まえお き

封鎖人 口を仮定するとき,ある時点 tにお

ける満 x歳の人 tjは,ト x-1年前か ら ト x

年前までの 1年間の出生数 と, それが時点 t

に x歳で生存す るまでの生残率 とに よ って

決定 される｡ すなわち,

5:p(x十a,i)da-5:B(i-x-a)l(x･a)da

で表わ される｡ したが って,一般 に年齢構成

は,過去 における年 々の出生数の推移 と,そ

れが現時点までに生残 してきた生残率 との複

合 された結果を示す ものである｡,いま, もし

年 々の出生数が一定のまま推移 し,年齢別生

残率 も不変のまま推移 した とすれば,年齢構

成 は,生命表の静止人 口と同 一 の もの とな

る｡ もし年齢別生残率が次第に改善 されてき

た とす るな らば,上述の場合 に想定 される年

齢構成よりは,よ り末広が りの年齢構成を示

す ことになる｡何 とな れ ば,生 残 率 (死亡

率)の改善 は,より若い世代 ほどより多 く生

き残 る結果を もた らすか らである｡次に,午

年の出生数が次第に増加 して きた とす るな ら

ば,この場合 も,いうまで もな く,より末広

が りの年齢構成を示す ことになる し,その上

に,生残率が年 々改善 されてきた とするな ら

ば,年齢構成 はさらに末広が りになる｡

戦後の東南 アジア諸国の経験 は,この最後

の場合 に相当す る｡戦後の 時代 の 出生 数 の

推移が増加傾向を示 してきたかどうかについ

て,いま,た とえばインドネシア,フィ リピ

ン,タイの 3カ国について推計人 口と推計出

生率 とより逆算 してみると,少な くとも1970

年代前半までは,この 3カ国のいずれにおい

て も出生数 は増加の傾向をつづけて きたこと

が分か る｡

2.タイ,インドネシア,半島マ レーシアの

場合

この 3カ国を とり上げるのは,セ ンサスの

男女年齢別人 口の補正が施 されているか らで

ある｡ ブルネイとシンガポールを除 くと,東

南 アジア諸国では,セ ンサスの男女年齢別人

口のデータがあって も,そのままでは誤差が

多 くて使用困難である｡その誤差 は完全性 と

:正確性の両面の欠陥に起因する｡完全性の問

題はまえにのべたように調査漏れの問題であ

るが,調査漏れの程度 は,一般に男女年齢別

にみると差異が大 きい ｡ 一般に女よ りも男の

方が調査漏れが大 きく,年齢では男の20-30

歳代 が特に大 きい ｡ 正確性の問題は主 として

年齢 申告 に関す るもので,特にイン ドネシア

のセ ンサスで顕著にみ られるように,末尾の

数字を 0または 5に丸めて答 え る傾 向 が あ

る｡ このため,末尾の数字 0および 5の年齢

の人 口は,前後の年齢の人 口もそこに加わ っ

て突出す る (ただ し, 0, 5,10歳ではこの

傾向は一般に弱 い). このことは, 末尾の数

字が 0, 5の年齢を境 目として行 う年齢 5歳

階級区分にとって重大な支障になる｡ したが

って,インドネシア,マ レーシア,フィ リピ

ン,タイなど,セ ンサスの男女年齢別人 口の

データのととのっている国で も,その不完全

悼 ,不正確性 に対 して しかるべ き修正を施 し

た上でないと,解析的 目的のためには使用 し

がたいっ しか し,その男女年齢別人 口の補正
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表10 実査人口と補正人口の男女年齢構造の比較 :タイ1970年センサス

男 女 男

注 :実査人口に含まれる年齢不詳人口は案分してある｡
出所 :Thailand[1973:12];UnitedStates[1978:5]

の方法には一定の方法 というものは

な く,補正のために必要 とす るデー

タの入手の程度 と,男女年齢別デー

タの完全性 ,正確性の程度 とを判断

して,適宜の方法を考案するのであ

る｡ その方法の基本をのべ ることで

さえ,紙数を要す るとともに,本稿

の論議の本筋か らそれた技術論にな

るので省略する｡

さて,タイの1970年セ ンサスの場

令 , その男女 年齢 5歳 階 級 別 人 口

(全国)に対 して施 された補正には,

主な ものとして 4種類 ある [Arnold

eial.1975;Thailand(NSO)Un-

dated;UNESCAP 1976;United

States 1978] o その結果は互 いに異

なるが,ここでは,このうち最 も新

しい推計である米国セ ンサス局によ

154
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出所 :人口ピラミッドは表10,静止人口は UnitedStates
L1978:8(Table5)コより作図｡

図5 タイの1970年人口ピラミッドおよび静止人口
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小林 :東南アジアの人口増加と死亡率低下

るもの [UnitedStates 1978]を用いよう｡

この補正で最 も高い補正率が施されているの

は,男子の 20-24歳であり (17.9%), つい

で 30-34歳 (14.9%),25-29歳 (13.6%)

などが目立 っている (表10)0

上述のタイの1970年男女年齢別人口にもと

づき人口ピラミッドをえがき,これにタイの

1970年生命表の静止人口 (5Lx) を重ね合 わ

す (0- 4歳人口と 5エoとを男女それぞれ同

一にとる) と,図 5のようになる｡ これは,

1970年生命表の死亡率水準が将来 もつづ くも

のと仮定 したときに,1970年の ()～ 4歳人口

が将来各年齢で生残する大 きさと1970年の各

年齢の人口とを比較 しているわけで,その関

係は1970年人口が大 きな増加の潜在力を もっ

ていることを示 している｡

インドネシア,半島マ レーシア,タイにつ

いての補正人口の男女年齢構造の比較を表11

に示 した｡ これらの問の年齢構造の差異は,

表11 男女年齢5歳階級別人口百分比:
1971年インドネシア,1970年半島
マレーシアおよびタイ

イ

ン

ド

ネ

シ

ア

総 数

0-4

5-9

10-14

15-19

20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

75十

0.27 1 0.37

0.16】 0.27

性比
&̂)

98.4

102.7

101.9

102.1

102.0

99.1

97.4

95.9

94.9

93.8

93.1

91.1

89.1

86.9

81.4

71.9

58.6

ii

レ

シ′

ア

総数

0-4

5-9

10
-1415
-1920
-24
25-29
30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

75-79

1.:喜吊 2;::

呂:三30日 吉…:95

0.18 ! 0.181100.0

竺 ｣ 書 0･45F O･19L 聖 上一一一竺三

総 数

0-4

100.00

16.71

5-9】14.64
【10-141

タ ⊆15-19

20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69
70-74

75-79

13.03

10.78
8.26
6.63

50.84

8.54

7.49

6.68

5.53

4.24

3.39

5.47
4.59

3.48

2.82
2.34
1.84
1.35

0.89
0.47

80+ ､ 0.29

2.79

2.33

1.75

1.41

1.15

0.89

0.64

0.41

0.20

0.ll

49.16

8.17

7.14

6.35

5.25

4.03

3.24

3.13

2.68

2.26

1.73

1.41

1.19

0.95

0.71

0.48

0.26

0.18

103.4

104.6

105.0

105.3

105.4

105.2

104.8

104.4

104.1

103.0

101.6

99.6

97.0

94.3

90.0

84.8

77.3

63.6

出 所:イン ドネ シアはUnitedStates[1979a:

6], マレーシアはUnitedStates[1979
b:28],タイはUnitedStates [1978:
5]よ り｡
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表を仔細に比較すれば,いろいろ指摘するこ

とはできるが,もともと精度の悪いセ ンサス

実査人 口を補正 したデータについて比較 して

いるのであるか ら,些細な差 異 が どれ ほ ど

の意味を もつかは明 らかでない｡次に示すよ

うに,年齢 3区分で比較する限 りは三者 の

問の年齢構成比 (%)はきわめて類似 してい

る｡4)

年 齢 タ イ
インド 半島マ レ
ネシア ーシア

0-14 44 43 45

15-64 53 55 52

65十 3 2 3

計 100 100 100

いずれ も子供の人口の割合が大であり,子供

の扶養負担の大 きいことを含蓄する年齢構成

である｡ また,これ らの国の問の死亡率の比

較を,粗死亡率を もって して も標準化死亡率

を もって して も,大差ないであろうことを示

している｡

Ⅱ 死 亡 率

1.国連 による推計

人 口動態統計の登録死亡率をそのまま用い

て,死亡率の水準に関する議論を して比較的

差 し支えないのは,まえにのべたようにブル

ネイ,半島マ レーシアおよびシンガポールの

みで,あとの東南アジア諸国については,た

4)この程度の構成比ならば,実査人口のデータに

よっても,下記のようにほとんど同じ結果を得
る｡

年 齢 タ イ 壬;与 誓 言レ
0- 14 45 44 45

15-64 52 54 52

65+ 3 2 3
計 100 100 100

ちなみに,フィリピンの1970年センサス実査人

口によって,上記と同じ年齢3区分構成比を求

めると,46,51,3%となる｡

166

とえ登録死亡率が公表されていて も,登録漏

れ率が大なるため,そのままで観察するのは

不適当であり,登録漏れを補正 した補正死亡

率か,あるいは登録死亡率 とは無関係に推計

した推計死亡率を用いる必要がある｡

まえにのべた1950年以降に対する国連によ

る各 国人口の年次推計は,一つには仮定せ ら

れた死亡率にもとづいている｡ その死亡率は

1950年以降各 5年間の平均値を もって国別に

示 されている [UnitedNations 1981:60,

92] ｡ すでに表 9に示 したのも その一部であ

る｡ これ らは,過去の死亡率の実績 というよ

りはむ しろ,過去推計のために設けられた仮

定的な死亡率である｡この国連の死亡率指標

には粗死亡率 と出生時の平均余命 との 2種類

が示 されているが,推計のために仮定 された

死亡率水準は後者の方であり,前者の方は人

口推計の結果得 られたものである｡

いま,1950-1955年の平均の出生時平均余

令(男女平均)として国連が仮定 している値を

みると [ibid.:92],短い方か ら長 い方 へ,

インドネシア (35.5年), ラオス, ベ トナム

(37.8年),カ ンボ ジア (39.4年), ビル マ

(40.0年),タイ (45.1年),フィ リピン (46.0
午), マ レーシア (48.5年), シ ンガ ポー ル

(60.4年)となっている｡ ビルマとタイとの

間に一つのギ ャップがあって,特にインドネ

シア,ラオス,ベ トナム,カンボジアの出生

時の平均余命 は,1970-1975年に対する値で

も,1950-1955年に対 す るタ イ, フィ リピ

ン,マ レーシアなどの出生時の平均余命の水

準に達 しない, というように設 定 され て い

る｡すなわち,1970-1975年に対する出生時

平均余命の仮定値 [loc.cit.]は,カンボジア

(40.0年),ラオス (40.4年),ベ トナム (44.5

年),インドネシア (45.0年),ビルマ (50.0

年),タイ (58.0年),フィ リピン (58.4年),

マ レ-シア (61.3年), シンガ ポー ル (69.5

年)の順である｡
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これらの国連の仮定

値に したがえば, 旧 イ

ンドシナ3国,インド

ネシアおよびビルマを

高死亡率国,タイ,フ

ィ リピン,マレーシア

を中死亡率国,シンガ

ポールを低死亡率国と

いうように,3大区分

することができるであ

ろう｡ 一応 このような

見当をつけておいて,

出
生
率

･
死
亡
率
(
人
口
千
人

対
)
(
〟
)

1930 1940 1950 1960 1970

年 次 (i)

出所 :UNESCAP[1976:219,220コより作図｡

図6 タイの年次別出生率および死亡率の推移
次に,国連以外の機関

や個人によって個別的に行われた東南アジア

諸国に対する死亡率の推計値を検討 してみる

ことに しよう｡

2.タイの死亡率

タイの死 亡率 の推計 と して主 な ものに

Bourgeois-Pichatl1960],DasGuptaetall

[1974(1965)],Benjawan[1974],UNESC

AP[1976],UnitedStates[1978]による間接

的人口学的推計 と,Thailand[1969;1978]

など人口学的標本調査によるものがあって,

タイに対する死亡率の推計は東南アジアのな

かで最 も盛んである｡

UNESCAP [1976]の推 計 は Bourgeois-

Pichat[1960]の推計 と同 じ方法を用い,よ

り最近の基礎資料を追加 して再推計 したもの

である｡ これは1929,1937,1947,1960およ

び1970年各回センサスの年齢 5歳階級別女子

人口を基礎資料とし,逆生残率法および性年

齢補正出生率 (sex-ageadjustedbirthrate)

[UnitedNations 1956:42]を利用 して,

各セ ンサスの実査人口の調査漏れの補正なら

びに各セ ンサス問の出生数の推計を行い,こ

れにもとづき同 じく各セ ンサス問死亡数を推

計 し,これを同期間の登録死 亡数 と比 較 し

て登録漏れ補正係数を算出 し,これを1920-

1970年の問で各年別に補間推計 し,これを登

録死亡率に適用 して,毎年の補正死亡率を求

めるという方法によっている｡

上述の年次別補正死亡率をグラフに表示 し

て観察 し,1920-1951年 と1952-1970年 とに

対 して直線を当てはめることが妥当なことを

見出 した (図 6)｡ ただ し,1943-1947年の

戦中戦後の一時上昇 した死亡率は,回帰計算

か ら除外 した｡5) この二つの回帰直線では,

1920-1951年の方がむ しろ傾斜が急なのは注

意すべきであろう｡もし1920-1951年の傾向

がそのまま持続 したとすれば,1950年代後半

に1952--1970年の傾向線を切 ってそれを下回

る死亡率を示 したことになる｡ また,1920-

1942年の間のみの死亡率にもとづ く回帰直線

も,上述の1920-1951年の間の死亡率にもと

づ く回帰直線 とほとんど一致 し,1920-1942

年の経験にもとづ く傾向線をそのまま延長.す

れば,1970年における期待値は人口1,000人

対6.2であって,6'それは1952-1970年の死亡

率にもとづ く前述の回帰直線の場合の1970年

5)図6には参考のため出生率の推計値とその傾向
線も示してあるが,出生率は1940-1948年にわ
たって傾向線から逸脱する低下を示した｡

6)回帰直線はy-947.30059-0.47727t,ただし,
E-西暦年次O
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に対す る期待値 9.1よ りかな り低率である｡

もし,1920-1942年の死亡率低下のこのよ

うな傾向が,かな りの程度に真実を反映 して

いるとすれば,戦前の死亡率低下の方が戦後

よりもむ しろ急速であったといえるわけで,

戦前の死亡率低下に関与 した諸条件 の研究 は

今後重点的に進め られなければな らないもの

の一つである｡

タイの統計局が1964-1967年に実施 した人

口学的標本調査である人 口変動調査 (Survey

ofPopulationChange,1964-1967年)の第

1年度調査 (1964年 7月～1965年 6月)の結

果 として,死亡率を人 口 1,000人対10.9と推

計 してお り [Thailand 1969:14], これ は

前述の回帰直線か ら求め られる同期間の死亡

率10.7に非常に近い｡7) また,DasGuptaet

αJ.[1974(1965):66]が 1960年 セ ンサスと

国連モデル生命表 とによって解析的に推計 し

た1960年の死亡率は人 口 1,000人対13である

が,回帰直線か ら求め られる1960年の死亡率

12.0に近い｡ 米国セ ンサス局による1960年死

亡率の推計値 も人 口 1,000人対12で,これは

同水準であるし,同 じく1970年の推計死亡率

人 口1,000人対10[UnitedStates 1978:6]

も回帰直線上の推計値 9.1に近い ｡

Benjawan[1974]は1937,1947,1960および

1970年セ ンサス人 口と登録死亡数 とを用い,

Brassの方法 [Brass 1975:117-123]によ

って, これ らの年次の死亡率の補 正 を試 み

た｡それによると,人 口1,000人対の死亡率は

1937年22.1,1947年18.6,1960年12.4,1970

年9.5となる｡8)図 6の回帰直線による死亡率

は1937年21.9,1947年17.1,1960年12.0,1970

7)ただし,1964-1967年人口変動調査はバンコク･
トンブリが調査地域から除外されているから,
バンコク ･トンブリの死亡率が全国平均よりも
低いとすれば,人口1,000人対10.9という死亡
率は,ありうべき全国値よりも少し高めである
と考えるべきであろう｡

8)Benjawan[1974:55]の表の男女別補正人口
および登録死亡数,ならびに同書56ページに記

158

年 9.1であるか ら, ここで も両者の差 はきわ

めて小 さい｡

前述の傾向線か ら目立 って逸脱す るのは国

連推計の死亡率 (表 8) で あ る｡ 国連 推 計

値 は,人 口 1,000人対,1950-1955年 21.3,

1955-1960年17.5,1960-1965年14.7,1965

-1970年 12.4であるが, 回帰直線か ら得 ら

れる死亡率 (各 5年期間中央時点に対するも

の)はそれぞれ 15.3,13.7, 12.2, 10.6で

あって,国連推計値 は高す ぎる｡また,国連

推計死亡率のコースは下に凸の曲線をえが く

が,1950年代の死亡率低下を急速にさせすぎ

ている｡ これはまえにのべた出生時平均余命

の上昇の仮定が急勾配すぎることによる｡国

連推計値 は一般 によ く利用 されるが,少な く

ともタイの人 口動態率についてはその妥当性

に注意す る必要があり,その利用に慎重でな

ければな らないように思われる｡

以上をまとめてみるに,タイの死亡率推移

についての諸推計値 は,国連によるもの以外

は互 いに大勢において近似 してお り,それは

図 6に示 した傾向線によって代表されるとし

てよかろう｡1951年 と1952年 との間に,その

前後の低下傾向に接続 しない一つの軽微な落

差がみ られる｡

タイのマラ リア登録死亡数は登録死亡総数

中1947年で22%,1950年で19%,1955年で 8

%を占め,当時の最大の 死 因 で あ った が,

図 7にみるごとく,その登録死亡率は1947-

1954年 の間に特に急速に低下 している｡下痢

腸炎,赤痢,結核などによる死亡率の低下 は,

1948-1955年の問でみるべ き低下をほとんど

示 していない｡タイの場合,全死亡率の低下に

おけるマラ リア死亡率の低下の重要性を図 7

我の平均登録漏れ率男66.93%,女64.11%を用
いて筆者が算定した｡登録死亡数は1937,1947,
1960,1970年とも,それぞれ前後3年間の平均
値である｡ したがって,補正死亡率も,上記
各年次それぞれの前後3年間の平均値に該当す
る｡
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は暗に示 している｡

タイの全国生命表はこれまでいくつ

も作成されていて,人口センサス ･デ

ータ (および登録死亡率)を用いて解

析的に作成されたものと,人口学的標

本調査デ-タにもとづいて作成された

ものとがある｡ ここで は前者 の代表

的なものとして Benjawan[1974]お

よび米 国センサス局 [UnitedStates

1978]作成のものをとり上げ,後者に

属するものとしては1964-1965年およ

び1974-1975年についての人口変動謁

5

6

7

8

9

､U

1

｢-▲

l

モ
デ

ル
tj命
表
の

レ
ベ

ル

査結果から得 られた生命表がある｡ こ

れらの生命表の死亡率の年齢パターン

を検討 したい｡

Benjawanによる生命表は前述の死亡率の

補正推計に整合するもので,男女年齢階級別

登録死亡数の登録漏れを補正する方法にもと

づいており,1937,1947,1960および1970年

について作成されているが,それらの死亡率

nqxが Coale-Demenyモデル生命 表 [Coale

& Demeny 1966]の WESTモデルにおい

F

.

I_

･
･

･
I
.I
･1
-.
･
J
];

iiZI
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出所 :Thailand[1953:93;Undateda.:
100;Undatedb･:80コより作図｡

図7 タイのマラリア登録死亡率の推
移 :1944-1958年

10 20 3() 40 5〔) 60 70

年 齢 ∫

図8 Benjawanによる1937年タイ生命表死亡率 xq.

のモデル生命表 WESTに対応するレベル

て占めるレベルを補間推計 し,その年齢パタ

ー ン (すなわち WEST モデルの死亡率の年

齢バク-ンに対する相対的なパターン)によ

って各生命表の示す年齢パターンの特徴をみ

ることにする｡

図 8は1937年生命表についてのものである

が,顕著な特徴は qoが相対的に非常に低 く

すぎることで,これは0歳死亡 の登録数 に

対する補正が十分でないことを示 していよ

う｡9' 5q60および 5q65 が相対的に異常に低い

のは,登録死亡数が異常に小さいことによる

もので,その理由は分からない｡以上の例外

を除いてもなお年齢パターンの不規則さが目

立つが,全体としては,WESTモデルから

のかたよりに一定の方向を示さない.

1947年生命表についてのものは図 9に示す

が,ここでも qoは極端に低 く, このままで

は受け入れられない｡ 4ql も低 くすぎると考

9)Beniawanは登録死亡数に対する補正係数とし
て,男女とも全年齢にわたって均一のものを用
いている｡すなわち,1937年については男1.3583,
女1･4180,1947年については男1.38986,女
1･46462,1960年については男1.49410,女
1.55982,1970年については男1.40953,女
1.51439を使用している｡
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年 齢 x

図9 Beniawanによる1947年,1960年および1970年タイ生命表
死亡率 .q.のモデル生命表 WESTに対応するレベル
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えられる｡ Sq5は目立 って高いが, この傾向

は1960年生命表 (同図)でもいく分緩和され

た程度でみられ,1970年生命表でもはるかに

目立たない程度であるが現われている. 5q70

が異常に低いが,このような高年齢では基礎

データの精度に大きな問題がある可能性が一

般に大きいから考察対象から除外 しよう｡ し

か し,それでも50歳代,60歳代の死亡率の相

対的水準は次第に低下する傾 向 を示 して い

る｡ また全体として,年齢から年齢-の凹凸

が1937年の場合よりも小さくなり,基礎デー

タの精度がそれだけ向上 した ことを思 わせ

160

る｡なお,1937年に

くらベ1947年は,也

生時平均余命がわず

か に上昇 して い る

(1937年は男38.9,

女41.7年,1947年は

男40.2,女43.5年)

が,たとえば 5歳の

平均余命では,1937

年が男45.3,女47.5

年,1947年が男45.2,

女47.9年で,ほとん

ど同一水準にとどま

っている｡すでに図6

の粗死亡率の年次推

移 (UNESCAP推計)

でみたように,1947

年の死亡率は戦中戦

後の高死亡率期の最

後の年であった｡

1947年と1960年と

の問では,どの年齢

階級においても死亡

率の大幅な改善がみ

られ た (図 9) (qo

のみは改善がほとん

どないが,これは前

述のように1947年の qoの補正の過小なこと

による). 特に 5q20 および 5q25の改善が い

ちじるしく,これに 5q15および 5q30 がつづ

く｡これらの年齢層の死亡率低下には,結核

死亡率の低下が大きな影響をもっていたので

はないかと思われる｡

1970年生命表になると,若年齢部分の不規

則性が非常に小さくなっている｡30歳代未満

の死亡率よりも30-50歳代死亡率の レベルが

相対的に高いのは,一つにはモデル生命表そ

れ自体の性質からくるものと思われる｡すな

わち,Coale-Demeny生命表の基礎として使
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用された実際生命表には,結核死

亡率の高かった戦前の各国生命表

が多 く含まれていて,タイの死亡

率水準は1970年あたりでも,モデ

ル生命表に用いられた先進諸国の

生命表でいえばすでに戦前に到達

されていた水準であるから,若年

層の結核死亡率の山が存在 してい

た時代の年齢パターンと比較 して

いることになるのである｡ 図10は

米国セ ンサス局による1970年タイ

生命表に関するものとの比較を示

すが,この方はきわめてなめらか

な曲線をえがき,WEST モデ ル

からのずれが老年部分を除けば,

非常に小さい｡Benjawan の生命

表年齢パターンといちじるしく異

なることになり,どちらが真実に

近いか,その判断にせまられるこ

モ
テ

ル

特命夷のレ
ベ
ル

CO

9
日

1

1.
.1】

._)H 3() 40 5〔) 60 7()

隼 齢 ∫
図10 米国センサス局および Benjawanによる1970年

タイ生命表死亡率 .q.のモデル生命表 WEST
に対応するレベル

とになるが,Benjawan の生命表は1960年と

1970年との問には年齢パターンにある程度の

一貫性が認められること,米 国セ ンサ ス局

の生命表は,結核死亡率の高か った時代の年

齢パター ンに一致 しすぎて い る ことか ら,

Benjawan の生命表の方がより真実に近いも

のではないかと判断せ られる｡

1964-1965年および1974-1976年人口変動

調査結果から作成された生命表 [Thailand

1969:33-34;1978:68-69]についても同様

に,WEST モデルとの年齢パターンの比較

を してみたが,非常に不規則な年齢パターン

を呈示 し,生命表そのものの精度にかなり問

題があることが考えられるため,この生命表

は考察から除外する｡

3.フィリピンの死亡率

出生率を一定とし,出生 ･死亡両率の登録

漏れ率の同一性の仮定のもとに,毎年の登録

死亡率を1903-1940年および1946-1960年に

ついて補正推計 した Aromin[1961:ト7]の

推計死亡率は,戦前戦後にわたる最 も長期的

なフィリピン推計死亡率のタイム ･シリーズ

･データである｡ それにもとづ く回帰直線10)

(図11)は1920年の死亡率が人口1,000人 対

26.3,1940年のそれが22.8で,戦前の死亡率低

下傾向はタイの場合よりもかなりゆるやかで

ある｡ 戦後(1960年までのデータによる)の死

亡率低下は図11にみるごとく急速であるが,

1960年代に入 り鈍化 した｡1950年代のタイの

死亡率低下はフィリピンよりも低位からはじ

まり,ゆるやかに推移 した｡ 図11のフィ リピ

ンのデータには国連推計値は含まれていない

が, さきに表 8に示 した国連推計 の フィ リ

ピン死亡率は1950年代および1960年代前半に

ついては,図11に照 らして若干過大推計であ

10)Aromin[1961:4(Table3)]にもとづく｡こ
の推計値は Method Ⅱ によるもので,これは

当該期間登録死亡率の完全性が一定であると仮
定している｡
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出所 :フィリピン1920-1960年は Aromin亡1961:4(Table3)コ,1961-
1970年は Fliegeretal.[1981:24]より,タイは図6より｡

図11 フィリピンの死亡率の推移,タイの死亡率傾向線との比較 :
1920-1970年
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図12 米国センサス局による1971年インドネシア生命表,1970年フィ
リピン生命表および1970年半島マレ-シア生命表死亡率 .q.の
モデル生命表 WESTに対応するレベル
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る｡

フィ リピンの1970

年 の生 命 表死 亡率

nqxの年齢パター ン

を WESTモデル生

命表の レベルで表わ

したものが,図12に

示 され て い る｡ こ

の生 命 表 の 出生 時

平均 余 命 は男 54.2

年,女57.5年である

lFliegeretal.1981:

124,125] ｡ 図 9に

示 した1970年タイ生

命 表 の 出生 時平均

余命は男55.5年,女

59.8年で,両国生命

表の出生時平均余命

の差は 1- 2年の程

度であるが,両者の

死亡率の年齢パター

ンはかなり異なって

いる (図 9と図12)0

フィ リピンの年齢

パター ンは,タイの

1960年の年齢バク-

ンにむ しろ似 て お

り,WESTモデ ル

の年齢パターンか ら

のずれが非常に大 き

い ｡

4.インドネシアの

死亡率

1950年代までの時

代についてのインド

ネシアの死亡率 とし

て唯一の時系列デー

タは,ジャワについ
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出所 :1)Widjojo[1970:158],2)VainoF1963:26],
3)Ueda亡1965:loョ,4)UnitedStates[1979a:
7],5)UnitedNations亡1981:60コ,番号のないも
のは UnitedNationsF1958:15コ

図13 インドネシアの推計死亡率 :1950-1980年

ての Widjojo [1970:158] による推計死亡

率である｡ それによると,人口 1,000人対の

死亡率は,1930年までが34,1930年代前半が

30,後半28,1940年代前半,後半 とも35,1950

年代前半28,後半26である｡ これ らの推計値

は,"測定" されたものというよりもむ しろ

"仮定" されたものである｡ すなわち,1930

年のジャワ人口の男女年齢別人口を出発点 と

し,出生力 と死亡率の変化を仮定 して1960年

の男女年齢別人口を推計 し,それが1961年人

口セ ンサスの男女年齢構成に近似することを

もって,仮定せ られた出生 ･死亡率を妥当な

ものと結論づけているものである｡ ただ し,

1930年の男女年齢構成自体 も,仮定された出

生力と死亡率 とにもとづ く安定人口モデルに

よるものである｡ 上述の粗死亡率は,推計過

程のなかで仮定 された出生時の平均余命に該

当するレベルの国連モデル生命表を用いて行

われた人口推計結果として得 られたもので,

粗死亡率 自体が仮定せ られたのではない｡

1950年以降の諸年次についての死亡率推計

値は, 上述の Widjojoを含めて いろいろあ

って,図13に示すごとくである｡図のなかで

4)および5) はインドネシア全国についての

推計値で,その他は大体 ジャワに限

定されるものである｡ 国連が1950年

代に推計 したもの [UnitedNations

1958:15] (図13で番号を付 さな い

もの) は,最近推計 され たそ れ以

後の時代についての死亡率に くらべ

ると,かなりの過小推計にとどまっ

ており,標本調査結果か らの推計値

(図申,3)を付 したもの) も同様

である｡ 国連 推計 値 (図中5)) は

米国セ ンサ ス局 推 計値 (図中4))

に非常に近 く,前述の Widjojoの

推計値 とも非常に近い｡ 図12で上記

4) および5) の番号を付 した推計値

にもとづ く回帰直線を求め,それを

図 6で求めたタイの死亡率の回帰直線 と比較

すると,インドネシアの1950-1980年 とタイ

の1923-1953年 とを重ね合わせるとき,タイ

の方が多少ゆるやかな傾向を示すとはいえ,

両者はほぼ一致する｡ インドネシアの死亡率

はタイよりも約30年の お くれ を もって, タ

イとほぼ同 じテンポで低下 しているといえよ

う ｡

米国セ ンサス局作成の1971年 イ ン ドネ シ

ア生命表死亡率のパターンを WESTモデル

生命表の レベルによって観察すると (図12),

まず特徴的なことは,モデル生命表の レベル

13付近よりレベル1付近まで分布の範囲がき

わめて広いことで,特に老年にゆけばゆ くほ

ど死亡率が相対的に高 くなる点は,半島マレ

ーシアの男子の場合がこれにやや近いことを

除けば,いままで観察 してきた事例 (タイ,

フィ リピン)と大 きく異なって い る｡ qoは

過小推計のように思われる｡ 5,10歳の死亡

率が相対的に高 く,15,20歳の死亡率が相対

的に低いのは,タイ,フィ リピン,半島マ レ

ーシアのパターンに共通 している｡

5.標準化死亡率の比較
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最近時点のみについてであるが,インドネ

シア,半島マ レーシア,フィ リピンおよびタ

イの 4カ国について,標準化死亡率の比較を

しておきたい｡標準人口としてはタイの1970

年セ ンサス補正人口の男女年齢構成 (義ll)

を用い,男女年齢別特殊死亡率 としては,イ

ンドネシア,半島マ レーシアおよびタイにつ

いては米国センサス局作成 の生 命 表 の 中央

死亡率 (nm.)[UnitedStates1978:8;1979a

:39;1979b:8]を, フィリピンについて

は Fliegeretal.[1981:96197]の中央死亡

率を使用 し,直接標準化法による｡ その結果

は次のどとくである｡

国 年次 (̂禦*!,t認 講 )

インドネシア 1971 20.6

フ ィ リ ピ ン 1970 10.8

タ イ 1970 10.3

半島マ レーシア 1970 7･2

ⅠⅤ 結 語

死亡率の年次推移を考察するには,時期区

分 として,(1)1940年代初期まで (戦前),(2)

それ以後1945年ない し1947年まで (戦中 ･戦

争直後),(3)それ以後(戦後)の 3区分が便利

である｡戦中の死亡率の一時的上昇

期はシンガポールでは1945年まで,

1947 1950 1960 1970

･'lL-L 次

注 :半島マレーシア,シンガポール,スリランカは登録死亡
率｡

図14 半島マレーシア,シンガポール,スリラン
カの死亡率の推移 :1947-1970年 (インド
ネシア,フィリピン,タイとの比較)

1蝕 - 24-

半島マ レーシア,タイ,フィリピン

では1947年までつづいて終 ったとみ

られ, したがって正常年の戦後死亡

率の低下はそれ以後の時代について

論ずるのが妥当と考えられる｡半島

マ レーシア,シンガポールの登録死

亡率 (図14)は,1950年ないし1951

年で一時反騰 し低 下 が停 滞 した の

ち,1950年代を通 じて急速 に低 下

し,その後低下速度は鈍化する (ス

リランカも1950-1951年に死亡率が

一時反騰する)｡ タイ, フィリピン

で もその推計死亡率は1951年に小 さ

な反騰を示 している (図 6,ll)0

半島マ レーシアとタイの死亡率水

準は1952年までは大差ないのである

が,それ以後開きが拡 大 して ゆ く

(図14)｡ 今 日の半島マ レーシアとタ

イの死亡率の格差は,1950年代の両

国の死亡率低下速度の差異が大 きな

決定要因となっている｡タイの死亡

率は1951-1952年の間で戦前か らの

低下傾向線から戦後の低下傾向線へ

の段差的移行があって,戦後の急速
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低下期 はタイの場合1948-1951年 となろう｡

それ以後のタイの死亡率の低下速度 はシンガ

ポール,半島マ レーシア,フィ リピン,イン

ドネシアのいずれよりもゆるやかである｡

タイとフィ リピンとを比較すると,1947年

の両国死亡率の水準はほぼ 同 じで (図11),

その後 フィ リピンの死 亡率 は1960年の人 口

1,000人対13.0(傾向線上の推定値) ま で直

線的に低下する｡タイでは1952年までに14.3

まで急速に低下 して しまう｡1960年代以後の

両国の死亡率はともに低下を続行するが,互

いにほぼ同一水準にあるといってよい｡ まえ

にのべたように,1947年のタイの死亡率は戦

時中の例外的に高い死亡率の最後であったと

考え られるか ら,1948年か らが平常年の死亡

率であるとすれば,タイとフィ リピンとでは

戦後平常年の死亡率はかな りの水準差を もっ

ては じまったということになる｡

インドネシアの死亡率の推移は,はるかに

不確かな基礎の上に論 じな けれ ば な らな い

が,1950年代以後の推移は直線的な低下のよ

うで,その速度 はフィ リピンのそれに匹敵す

るほどであるが,絶対的水準は,タイ,フィ

リピンのそれより30年ほどもお くれを示 して

いる (図14)0

1人当り国民総生産(1960,1970,1977年)

の高低順はシンガポール,マ レ-シア,フィ

リピン, タイのJ境で あ り [UnitedNations

1979],Fabri[1978]による経 済 的 諸 要 因

の総合指標 (1960,1965,1970年)によって

も,シンガポールを除 く順位 (Fabriの指標

による順位づけにはシンガポールは含まれて

いない)は,上記 と同 じであるが,本稿で観

察 してきた死亡率の絶対水準 もこの順に高 く

なる｡

一概に東南アジアにおける戦後死亡率の低

下 といって も,特に1950年代初期までの低下

のパター ンは国によって差異が大 きく,これ

らがどのような背景的条件を反映 しているか

についての研究 は今後の課題である｡また,

1920年以降の戦前のタイの死亡率の低下が予

想外に急速であったのはどういう理由による

のか,その推計死亡率 自体の再吟味を含めて

今後の課題 としなければな らない｡

ベ トナム, ラオス,カンボジア,ビルマに

関 しては,その死亡率の年次変化を論ずるた

めの基礎データがほとんど整 備 され て いな

い｡

本稿では乳幼児死亡率について論及 しなか

った｡乳幼児死亡率は,インドネシア,マ レー

シア,フィ リピン,タイの諸国における最近

の出産力調査などでその推計値が得 られるよ

うにな ったが,モデル生命表を利用 して,乳

幼児死亡率か ら一般死亡率を推計するには,

本稿で吟味 したように各国生命表とモデル生

命表 との問の死亡率の年齢パター ンの一致性

に大 きな問題があるのにかんがみ,本稿の議

論の対象 としなか った ｡

〔注〕

表6の米国センサス局による東南アジア諸国年次

人口推計の基礎などは次のどとくである (出所:

UnitedStates[1980])｡

<ブルネイ> 1950-1971年は1947年および1960年

センサス実査人口,1971年センサス補正人口,1950

年以降の出生力,死亡率,移動率の仮定値にもとづ

き,1972-1978年は公的推計値 (1977年は暫定推計

値)により,1979年は1977-1978年人口増加率を適

用して求めている｡

<ビルマ> 1950-1981年は1973年センサス実査人

口および国連将来人口中位推計値にもとづく｡

<カンボジア> 1950-1970年は国連推計 (1950-

1970年毎5年に対するもの)にもとづ き,1971-′

1979年は1970年年央推計人口を基礎とし,戦争犠牲

者,難民に関する諸種の推計値,住民の栄養 ･健康

状態に関する国際救済要員の諸報告などを考慮に入

れて推計している｡

<インドネシア> 1950-1975年は東チモールを除

くインドネシアの1961年および1971年センサス補正

人口,東チモールの1960年および1970年センサス補
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正人口,1950-1975年の出生力および死亡率の推計

値にもとづき (東チモールは1976年 7月にインドネ

シアに併合),1976-1981年は米国センサス局推計

1975年年央人口および1975年以降の出生力および死

亡率の仮定値にもとづき,コンポーネント法によっ

て推計された｡

<ラオス> 1950-1979年は国連人口 (過去)推計

および将来推計,ならびに1975-1979年の国際純移

動推計値にもとづく｡この国際純移動は,1979年 6

月30日現在のタイにおける難民数,および1979年 5

月31日現在の難民数にもとづいて推計されている｡

<マレーシア> 1950-1970年は半島マレーシアの

1947年および1957年センサス補正人口,1970年セン

サス補正人口;サパーの1951,1960,1970年センサ

ス補正人口;サラワクの1947,1960,1970年センサ

スの補正人口;1950-1970年の出生力および死亡率

の登録債にもとづく｡1971-1976年はマレーシア全

域についての1970年センサス補正人口,および1970

-1976年の出生 ･死亡補正数にもとづいている｡出

生数,死亡数はそれぞれ7.1%,26.2%の登録漏れ

あるものとして米国センサス局で補正 した｡この期

間,国際純移動はないものと仮定されている｡1977

-1981年は1976年男女年齢年央推計人口および出生

力 ･死亡率推移の仮定値にもとづき,コンポーネン

ト法で米国センサス局によって推計された｡

<フィリピン> 1950-1969年は1.9%の調査漏れ

をもって米国センサス局によって補正された1970年

センサス人口,1948年および1960年センサス補正人

口,1950年以降の出生力 ･死亡率 ･移動の推移の仮

定値にもとづく｡1970-1979年は1.9%の調査漏れ

をもって米国センサス局によって補正された1970年

センサス人口,1.9%の調査漏れを仮定 して補正し

た1975年センサス人口,同じ調査漏れ率を仮定して

1980年センサス暫定人口を補正したもの,出生力 ･

死亡率 ･国際移動の推移に関する推計値にもとづい

ている01980-1981年は1970,1975,1980年各セン

サス,および1970-1975年および1975-1980年セン

サス間増加率を考慮に入れて仮定 した出生力 ･死亡

率 ･移動の推移にもとづく将来推計によっている｡

<シンガポール> 1947,1957,1970年各センサス

および登録出生数 ･死亡数にもとづく公的推計人

口｡1979年は1978年 7月～1979年4月の登録出生数

166

･死亡数を用いて推計された1979年 5月 1日現在人

口にもとづき,米国センサス局が推計した｡この推

計は1978年年央より1979年 5月まで人口増加率を一

定としている｡

<タイ> 1950-1970年は1960,1970年両センサス

の補正人口,および出生力 ･死亡率 ･移動の1950-

1970年の推計値にもとづく｡1971-1981年は1970年

年央補正人口,1974-1976年人口変動調査,タイ国

出生力調査,公的将来人口推計,国家科学院人口委

員会による人口学的動向分析,1978年タイ国避妊普

及調査などの諸結果を考慮に入れて仮定された出生

力 ･死亡率の推移にもとづいている｡

<ベ トナム> 1950-1981年は北ベ トナム1960年,

1974年両センサス,1976年商ベ トナムセ ンサス,

1979年ベ トナムセンサス,1974-1981年人 口推計

値,国連推計および1975-1980年の難民移動の推計

値を考慮に入れた1970-1975年の問の人口増加率の

仮定値にもとづいている｡
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